
○長浜市まちなか出店支援事業補助金交付要綱 

令和５年３月27日告示第91号 

長浜市まちなか出店支援事業補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、中心市街地及び北国街道木之本宿周辺地域における商業観光の振興及びまち

の魅力向上を図るため、遊休不動産を活用し、新規出店する事業に対し、予算の範囲内で補助金

を交付することについて、長浜市補助金等交付規則（平成18年長浜市規則第36号。以下「規則」

という。）及び長浜市市税等の滞納者に対する補助金交付等の制限に関する規則（平成26年長浜

市規則第17号）に規定するもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 遊休不動産 事業又は居住の用に供するために使用されていない建物又は土地をいう。 

(２) 店舗 不特定多数の者の往来が見込まれる事業の用に供する建物で、倉庫、車庫その他こ

れらに類するものを除いたものをいう。この場合において、併用住宅は、店舗としての利用上

の独立性を有しているものでなければならない。 

(３) 町家 建築基準法（昭和25年法律第201号）の施行までに着工又は建築された木造軸組工

法の家屋で、伝統的建築様式を有するものをいう。 

(４) 出店者 次条に規定する補助対象となる事業（以下「補助事業」という。）完了後に当該

補助事業に係る遊休不動産において６か月以内に事業を開始することができる者をいう。 

(５) 物件所有者 遊休不動産の所有権を有する者をいう。 

(６) 仲介事業者 宅地建物取引業法（昭和27年法律第176号）第２条第１項第３号に規定され

る者で、物件所有者と出店者を仲介し、遊休不動産の活用を促進しようとするものをいう。 

（補助対象事業） 

第３条 補助事業は、第７条第１項の応募書の提出時点で事業が営まれていない遊休不動産を店舗

として活用し、事業を営むものとする。ただし、次に掲げる事業は、補助の対象としない。 

(１) 次条第３項に規定する補助対象となる区域（以下「補助対象区域」という。）内での移転

であって、移転前の店舗が新たに遊休不動産となるもの 

(２) 補助対象経費が100万円未満のもの 

（補助対象者及び補助対象区域等） 

第４条 補助対象となる者は、出店者、かつ、市長が適当と認める者とする。ただし、次の各号の

いずれかに該当する者は、補助の対象としない。 

(１) この要綱による補助金の交付申請時において、納期限が到来している市税又は国民健康保

険料（税）の全部又は一部に未納がある者 

(２) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）に規定する

性風俗関連特殊営業若しくは当該営業に係る接客業務受託営業を行う事業者、政治団体、宗教

上の組織若しくは団体又は長浜市暴力団排除条例（平成23年長浜市条例第43号）第２条に規定

する暴力団若しくは暴力団員のいずれかに該当する者 

２ 補助事業に係る遊休不動産が町家であり、かつ、物件所有者又は仲介業者が当該町家の改修に

係る経費の全部又は一部を負担する場合においては、当該物件所有者又は仲介事業者も補助対象

者となることができるものとする。 

３ 補助対象区域は、別図第１及び別図第２に定めるとおりとする。 



４ 補助事業の実施場所が長浜市の定める景観形成重点区域に該当する場合で、店舗の建築又は改

修を実施するときは、長浜市景観形成基準に適合させることとする。 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の対象となる経費は、補助対象区域内の公道に面した遊休不動産への出店に係る経

費とし、かつ、補助金の交付決定後に支出する経費とする。ただし、次に掲げる経費は除く。 

(１) 汎用性のあるじゅう器・家具等備品費 

(２) 開店後の店舗の運営において使用することが見込まれる消耗品等の経常的経費 

(３) 遊休不動産の取得に係る経費及び店舗の敷金、礼金及び賃貸費 

(４) 消費税及び地方消費税 

(５) 併用住宅の場合にあっては、店舗として独立性を有していない部分に係る経費 

(６) 過去10年以内に長浜市伝統的街並み景観形成事業補助金の交付を受けた物件であって、当

時補助対象となった部分の改修に係る経費 

２ 前項の規定にかかわらず、同一の事業においてこの要綱による補助金以外に国、県、市その他

地方公共団体又は公共的団体から補助金等の交付を受ける場合は、同項に規定する補助対象経費

から当該補助金等の額を減じて得た額を補助対象経費とする。 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、長浜市附属機関設置条例（平成25年長浜市条例第27号）に定める長浜市住

民まちづくり事業審査会（以下「審査会」という。）による採点に応じて、次に定める額とする。

ただし、補助対象経費が当該額以下の場合は、当該補助対象経費を補助金の額とする。 

(１) 59点以下 ０円 

(２) 60点以上 100万円 

(３) 80点以上 150万円 

２ 補助事業に係る遊休不動産が町家である場合は、補助金を加算（以下「町家加算」という。）

するものとし、町家加算の額は当該町家の改修に係る経費の２分の１とし、２００万円を上限と

する。 

３ 前項の規定により町家加算の対象となる場合の補助金の額の算定方法及び交付を受ける者は、

第１項の規定にかかわらず別に定める。 

４ 第１項、第３項及び第３条第１項第２号の規定にかかわらず、補助事業完了時における補助対

象経費が交付決定金額を下回る場合は、当該補助対象経費を補助上限額とする。 

５ 第１項から第３項までの規定にかかわらず、補助金の額は予算の範囲内で市長が決定する。 

（応募書の提出） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者は、長浜市まちなか出店支援事業応募書（様式第１号。

以下「応募書」という。）を市長に提出しなければならない。ただし、出店者に加えて物件所有

者又は仲介事業者も補助金の交付を受けようとする場合は、出店者が代表で応募することとする。 

２ 市長は、応募書の提出があったときは、審査会に付議するものとする。 

（指導及び助言） 

第８条 市長は、審査会の意見に基づき、補助対象者に対し、当該事業に関する必要な指導又は助

言をすることができる。 

（交付申請） 

第９条 補助金の交付申請をしようとする者は、規則第４条に規定する書類等を補助事業を実施し

ようとする日までに市長に提出しなければならない。ただし、出店者に加えて物件所有者又は仲



介事業者も補助金の交付を受けようとする場合は、出店者が代表で申請することとする。 

２ 規則第４条第１項第４号に規定する市長が必要と認める書類は、次に掲げるものとする。 

(１) 補助事業実施計画書（様式第２号） 

(２) 補助事業の実施についての商工会議所、商工会、商店街連盟、店舗の存する商店街又は自

治会の推薦書 

(３) 支出予定額の積算根拠資料 

(４) 物件の位置図 

(５) 開業後の外観及び内装イメージ図 

(６) 店舗の改修又は看板設置等工事を行う場合で、かつ、所有権以外の権原を有する者につい

ては、所有者の同意書 

(７) 市税及び国民健康保険料（税）の完納証明書（納期限が到来している市税及び国民健康保

険料（税）に未納がないことを証明するもの） 

(８) その他市長が特に必要と認める書類 

（実績報告） 

第10条 補助金の交付決定を受けた者は、事業の完了の日から起算して30日を経過した日又は補助

金の交付決定の日の属する年度の３月末日のいずれか早い日までに、規則第14条第１項の補助事

業等実績報告書を市長に提出しなければならない。ただし、出店者に加えて物件所有者又は仲介

事業者も補助金の交付を受けようとする場合は、出店者が代表で実績報告することとする。 

２ 規則第14条第１項に規定する市長が別に定める書類は、次に掲げるものとする。 

(１) 補助事業成果報告書（様式第３号） 

(２) 補助事業完了後の店舗外観及び内装写真 

(３) 補助事業により取得した物の写真 

(４) 事業費の支出を証明する領収書等の写し 

(５) 実績報告時点で補助対象となる物件において事業が開始されていないときは、６か月以内

に事業を開始する旨を示した宣誓書 

(６) その他市長が特に必要と認める書類 

（その他） 

第11条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

（告示の失効） 

２ この要綱は、令和９年３月31日限り、その効力を失う。 



別図第１（第４条関係） 

 



別図第２（第４条関係） 

 



様式第１号（第７条関係） 

 



 



 



 



 



様式第２号（第９条関係） 

 



 



 



様式第３号（第10条関係） 

 



 


